
「自律的・組織的な学校運営体制の構築に向けた調査研究」まとめ【概略版】 

教育委員会

名 
 東近江市教育委員会 

研究課題 
Ｂ テーマ 『活力ある「チーム学校」づくりをめざして 

      ～学校運営をサポートする事務の共同実施～ 』 

研究のねら

い 

これまで進めてきた「学校事務共同実施」の取組をさらに推進していくことで、

市立小中学校においての事務処理体制を統一し事務機能を強化すること。 

教員に係る事務の効率化をはかり、教員が児童生徒の指導に専念できる校務運営体

制を構築することにより、さまざまな課題解決や学力向上につなげていく。 

研究の概要 

市立３１小中学校においては、既に学校事務のシステム化を進め、市内統一し
た事務処理を行っているところであるが、文書管理や学級・学年会計、服務関係
の書類作成等、校務運営にかかる内容についてもグループウェアや校務処理シス
テムの活用等により教員の事務軽減に資するよう研究を進めている。 
昨年度に引き続き、事務の共同実施においては、市内統一した事務処理体制を

確立するため、共同実施組織で作成したさまざまな校務処理システムを市内に広
める取組を行う。また、学校事務支援センターの設置校である八日市南小学校に
おいて、校務の情報化、会議の効率化やハンドブックの作成と活用など、校務運
営体制の改善に向けた研究を進め、成果を市内学校に報告、提案することで、市
内全域に学校運営体制の改善に向け働きかける。 

研究の成果 

   
＜東近江市全体での研究・実践＞ 

○これまでに作成した校務処理システムを「校務処理シス 
テム集」としてＣＤにまとめ、市内小中学校に配付した。 
 

○共同実施で作成した「校務処理システム」の活用につい 
て、市内小中学校へ推進を図ってきた。平成２７年１０ 
月に実施した市内教職員を対象としたアンケート結果 
からは、会計処理システムなど教員が使用するシステム 
においては、９０％を超える活用率となり、教員の事務 
負担を軽減するとともに、事務処理体制の市内統一に向 

けて大きく前進していることが明らかとなった。 
 
○平成２６年度の調査研究の概要をまとめたＤＶＤを市内小中学校３１校の職員
会議、研究会等で視聴することにより、教員が児童生徒の教育に専念するために
は、事務機能の強化、校務の情報化など、効果的な校務運営体制づくりが必要不
可欠であることを市内教職員に周知することができた。 

 
○ＤＶＤを視聴し、各学校において可能なところから少しずつ取組を進める学校が
増え、市内全域で学校運営体制の改善に向けた取組が進んできた。 

  
○各学校の事務機能の強化を進めるためには､事務職員の資質向上が必要不可欠で
ある。このことから、「東近江市学校事務職員研修プログラム」を策定すること
とし、地域部会等で検討を進めていくなかで､求められる事務職員像や必要な力
について改めて考えることができた。 

 

＜八日市南小学校での研究・実践＞ 

○八日市南小学校では、 
・グループウェアの活用による校内連絡体制の強化 
・「文書管理」および電子データのフォルダ管理 
・共同実施で作成した校務処理システムの活用 
・職員会議のペーパーレスによる効率化 
・会議の持ち方改善 
・「南小ガイドブック」「児童用ガイドブック」の作成と活用 

 を中心に、研究・実践を進めた。 
 



 

教員が児童の教育に専念できる効果的
な校務運営体制の構築に向け、これらの
取組に全職員で関わることにより、職員
の連携力が向上した。４月当初の職員会
議では「八日市南小ガイドブック」を活
用して、施設の使い方や図書館指導､給食
指導など各種教育の進め方などの共通理
解を図った。「児童用ガイドブック」の作
成により、校内のきまり、施設の使い方
や掃除の仕方、新しく入った備品などを
児童自らが確認できるようになり、自分
たちでルールブックを作成するなど、指 

南小ガイドブック   児童用ガイドブック    体制の充実と児童の自主的な活動につな
がった。 
 

○文書管理やフォルダ整理、校務処理システムの活用により、学校の事務機能の強
化につながった。また、職員会議のペーパーレス化やグループウェアの活用によ
る職員打ち合わせにより、時間の縮減ができたことで、教師に心の余裕が生まれ
るとともに、児童に関わる時間の確保ができた。また、重点目標をスローガン化
する取り組みを行うなど、新たな実践を計
画し実践することにつながった。 

 
○ファシリテーションの技法を用いた会議
を実践することで、会議のあり方を見直
し、会議の目的や内容を共通理解するな
ど、限られた時間で効率的なな会議ができ
るようになった。 

 
○電子データのフォルダ分類については、フ
ォルダのガイドラインや「南小フォルダナ
ビ」を作成し、誰もが適切な場所に管理することで、スムーズにデータを活用で
きるようになった。 

 
○平成２８年２月５日、本調査研究の報告会を八日市南小学校において実施した。
研究報告と２年間の取組をＤＶＤにまとめ、上映するとともに、市内小中学校に
配付し、市内小中学校の校務運営体制の構築に向け、発信を行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本件 

問い合わせ

先 

東近江市教育委員会 学校教育課 TEL  0748-24-5671  FAX 0748-24-5694 
東近江市立八日市南小学校 TEL 0748-22-0059 FAX 0748-23-6479 

E-mail: yminamisho@higashiomi.ed.jp 

 



「自律的・組織的な学校運営体制の構築に向けた調査研究」まとめ【概略版】 

教育委員会名 京都府京田辺市教育委員会 

研究課題 Ｂ  学校の事務機能の強化、組織的な運営体制に関する調査研究 

研究のねらい 

校務支援システムを開発、充実することで小中学校９年間の児童生徒基本情報

のデータベース化、教職員の情報の共有、業務の平準化・効率化を図るとともに

教職員の ICT 活用能力向上に努めることで学校運営の改善、学校の組織マネジメ

ント力の向上に繋げる。 

研究の概要 

市内全小中学校（小学校９校、中学校３校）において、校内に教務主任を中心

とする推進委員会を設置するとともに、各中学校ﾌﾞﾛｯｸ部会と教育委員会に各校

代表と市教育委員会、アドバイザーによる市推進会議を位置づけ研究を進める。

また、事務職員部会、養護部会を設け校務支援システムの内容を充実させる。教

員間、学校間連携の実現、児童生徒基本情報のデータベース化、業務の平準化・

効率化、教職員の情報の共有を充実させる。また ICT 支援員を配置し、教職員の

活用能力向上に努め、校務に費やす時間を縮減することで、教育活動や地域との

連携を深め、学校運営の改善に繋げていく。また、学校事務においても文書管理

システム等校務支援を活用し、事務機能の強化も図る。 

研究の成果 

１ 校務支援システムの開発 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(1) 行事黒板：朝日職員打合せの短縮及び省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 出欠登録：不登校課題への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録と集計がリンク 

している 

 

(3) 文書管理 

 

受付入力をすることで、 

収発件簿が作成される 

 

２ 教職員のＩＣＴ活用能力の育成 

 教職員の校務用 PC や校内 LAN 等の設備は整っているが、ICT 機器の利活用には

まだまだ十分といえない状況にあった。そこで、ICT 支援員による学校サポート

を平成 26年度は 10 月より合計 60回(各校 5回)、平成 27年度は合計 84回(各校

7回)実施し、ICT 機器を活用した授業づくりの支援を行った。 

 

本件 

問い合わせ先 

京都府京田辺市教育部子ども学校サポート室 

TEL:0774-64-1325  FAX:0774-64-1390  E-mail: kyouiku-support@kyotanabe.jp 



「自律的・組織的な学校運営体制の構築に向けた調査研究」まとめ【概略版】 

教育委員会名  山口県教育委員会 

研究課題 ２（１）Ｂ 学校運営体制の強化に関する調査研究 

研究のねらい 

山口県では、コミュニティ・スクールが核となり、本県独自の取組である地域

協育ネットの仕組みを生かして中学校区ごとの地域のネットワークを構築し、社

会総がかりで子どもたちの学びや育ちを見守り、支援する「やまぐち型地域連携

教育」の取組を推進している。 

本研究においては、校務分掌と学校運営協議会の組織を連動させ、教職員や地

域住民の学校運営への参画意識の向上や、学校運営協議会を活用した学校評価に

係るＰＤＣＡサイクルを確立し、学校課題の共有及びその解決に向けた取組を明

確にするとともに、改善へとつなげる仕組みをつくる。また、小中学校合同の学

校運営協議会を開催し、共通のテーマや評価項目を設定するなどして小中連携に

よる中学校区における協働体制づくりを促進し、更なる学校運営体制の強化を図

る。 

研究の概要 

【山口県】 

(1) 「やまぐち型地域連携教育」の推進及び取組の検証改善体制の構築 

山口県コミュニティ・スクール推進協議会の設置及び開催（年２回） 

プロジェクトチーム会議の開催（年３回） 
※プロジェクト・チーム会議 

    山口県コミュニティ・スクール推進協議会の下部に、情報収集及び分析等を行うプロジェクト・チーム

を設置する。プロジェクト・チームは会長から委嘱を受けた委員によって構成され、必要に応じて会長

が招集する（「山口県コミュニティ・スクール推進協議会」設置要綱 第７条）。 

(2) 「やまぐち型地域連携教育」の推進の核となる人材の配置及び人材への支援 

山口ＣＳコンダクターの設置（１３市） 

山口ＣＳコンダクター連絡会の開催（年３回） 
※山口ＣＳコンダクター 

モデル中学校区を中心に、各学校のコミュニティ・スクール（ＣＳ）の取組の充実や水準の向上、合 

同の学校運営協議会の体制づくりによる小中連携の取組の充実などを推進するために、各学校の訪問 

指導連携支援等を行う （ＣＳに関する理解と経験をもつ退職校長等を配置） 

【山口市】 

(1)「地域協育ネット推進協議会」での地域連携基 

本方針の決定 

大殿地域では平成２６年年度から小・中学校 

の学校運営協議会委員の代表により「地域協 

育ネット推進協議会」を構成し、この会で地 

域連携の基本方針や目標について協議する。 

その中で出された意見が小・中学校それぞれ 

の学校運営協議会に反映される仕組みとなっ 

ている。 

(2) 各学校運営協議会での協議 

(3) 小中合同の学校運営協議会での協議・外部講師による実践    

事例紹介及び講話 

７月の「地域協育ネット推進協議会」で出てきた地域連携  

の基本方針・目標の具現化について８月に小中合同の学校 

運営協議会で協議。 

(4) 地域連携担当教員の県外研修 

(5) 啓発リーフレットの作成・配付 

【下関市】 

  

 

 

垢田中学校区の３校で、小中連携した校務分掌や研修体制を構築し、学

校営協議会とも連携を図りながら、９年間を見通した子供の育成を図る。 

図１：「地域協育ネット



(1)３校で研修組織等を改変・統一 

(2)「３校連絡会」を実施（通年） 

(3)先進地視察 

【春日市立春日西中学校】【光市立浅江中学校】 

(4)３校合同教職員研修会 

  ・「めざす子供像」の共有 

   ・「めざす子供像」を土台に、「知」「徳」「体」の３部 

会別協議 

  ・めざす子供像に沿った共通の学校評価項目の作成 

(5)学校評価項目等に係る準備委員会の開催 

(6)３校合同の学校運営協議会委員研修会 

  ・「講演」及び「熟議」 

研究の成果 

【山口県】<11 月調査 県内全小中学校対象アンケートより> 

(1)学校への理解・協力及び学校支援活動の充実 

地域住民の来校者数の増加    （昨年度より増加 小 87.7%、中 89.3%） 

(2)教職員の学校運営参画意識の向上 

教職員の学校運営協議会参加者数の増加 

（昨年度より増加 小 61.0%、中 60.7%） 

(3)中学校区での共通テーマ・評価項目設定による取組の評価・改善の推進 

中学校区での共通テーマや評価項目の設定（設定した 小 90.7%、中 86.7%） 

【山口市】 

(1)学校運営協議会委員の意識の変容 

小中合同学校運営協議会に外部講師を招いたことにより、意図的な地域連携

の取組について研修することができた。これまでの取組の成果を確認するとと

もに、より有機的なマネジメントサイクルの必要性を認識できた。 

(2)教職員の意識の向上 

地域連携担当教員による「地域とともにある学校づくり」推進フォーラムの

報告では、より機能的な学校運営協議会の在り方を採り上げた。教職員の参画

を含めて、今後の取組について意識を高めることにつながった 

【下関市】 

(1)中学校区でのめざす子供像（共通の方向性）の設定 

   「３校連絡会」「３校合同教職員研修会」等を年間を通じて行う事や、めざす

子供像の共有や、共通して取り組むべき内容の共有、取組の方向性などの確認

を行う事ができ、小小、小中の連携した取組につなげることができた。 

(2)２回の検証改善サイクルの構築 

   １年間をかけて３校の校内組織を統一し、全教職員で共通のめざす子供像の

共有や、共通の取組事項を確認すること、来年度の共通の評価項目を作成する

ことができた。このことから、来年度は、中学校区で連動した２回のＰＤＣＡ

サイクルを行う事ができる。 

(3)学校運営協議会との連携した取組の推進 

   ３校合同で学校運営協議会を開き、中学校区全体の児童生徒について協議を

行うことがきた。さらに、運営協議会も３部会に分かれ、学校評価を行う体制

ができた。学校の研修会にも参加していただき、委員の学校への理解が深まる

と共に、教職員の授業づくりや工夫改善につながった。 

本件 

問い合わせ先 

 
山口県教育委員会 義務教育課 地域支援・人事班  
TEL:083-933-4595  FAX:083-933-4609  E-mail: a50900@pref.yamaguchi.lg.jp 

山口市教育委員会 学校教育課  
TEL:083-934-2863   FAX:083-934-2660   E-mail: gakko@yamaguchi-ygc.ed.jp 

下関市教育委員会 教育部教育研修課  
TEL:083-231-2310   FAX:083-222-8333  E-mail:kikenshu@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 



「自律的・組織的な学校運営体制の構築に向けた調査研究」まとめ【概略版】 

教育委員会名  大阪市教育委員会 

研究課題 Ｂ 校務支援システムの活用による教育の質の向上に関する取り組み 

研究のねらい 

校務の情報化において、学校経営の中核に校務支援システムを活用することが、

学校の校長マネジメントや教員の仕事、学校と保護者との関係をどのように変

えていくのか、またそれらが学校経営の充実と教育の質の向上にどのように寄

与していくのかを明らかにすることを目的とする。 

研究の概要 

研究指定校を公募により選定（14 校）し、学校毎に校務支援システムの活用に

よる学校経営の充実、教育の質の向上に向けた研究テーマを設定した。 

教育委員会事務局職員及び学校教職員で構成する「校務支援システム研究指定

校活用研究会」を立ち上げ、本事業の方向性の共有を行い、実践研究に取り組

んだ。 

 



研究の成果 

 

活用研究会での各校における取り組みの最終報告を基に、全小中学校長を招集

しパネルディスカッション形式で実践報告会を開催した。 

その中で各校にて得られた工夫や実践などの成果を報告・共有し、全校での活

用を進めた。 

 

 

本件 

問い合わせ先 

大阪市教育委員会 学校経営管理センター 給与・システム担当  

TEL:06-6575-5640  FAX:06-6575-5630   

E-mail: ua0021@city.osaka.lg.jp 

 


